
別記第７－１号様式(第１５条関係)

様

住 所 富良野市弥生町１番１号

氏 名

　令和5年5月31日付け環エネ第50002号指令をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金に係る交付金事業の成果の評価
について、北海道電源立地地域対策交付金等交付要綱第１５条第３項の規定により別紙のとおり報告します。

令和5年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

令 和 6 年 3 月 15 日

富良野市長　　　北　　猛　俊

北海道知事 鈴木　直道



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （単位：円）

番号 措　置　名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備　考

1 地域活性化措置 特別支援保育事業 富良野市 4,725,000 4,725,000 総事業費　6,945,202



※記載欄が不足の場合、適宜行を増やしてください。

Ⅱ．事業評価個表（令和5年度）

交付金事業の評価課室 総務部企画振興課

会計年度任用職員（保育士）人件費 雇用 会計年度任用職員（保育士）4名 6,945,202
交付金事業の担当課室 教育委員会　虹いろ保育所

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 4,682,000 4,689,000 4,725,000 14,096,000
うち文部科学省分

28

当該事業に係る臨時保
育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇
用期間（月））

活動実績 人月 42 28

交付金充当額 4,682,000 4,689,000 4,725,000 14,096,000
総事業費 6,840,910 6,172,591 6,945,202 19,958,703

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無し

活動指標 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度

交付金事業の総事業
費等

令和3年度 令和4年度 令和5年度 備　考

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指
標及び活動実績

28

活動見込 人月 42 28

交付金事業の概要

健全な社会性の成長発達を促進するため、富良野市立認可保育所において健常児
と障がい児を同じクラスで保育を行う統合保育を実施し、障がいや発達の遅れな
ど、支援の必要な子に対して保育士の追加配置を行います。（会計年度任用職員
（保育士）4名分の人件費7か月分）

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 富良野市
交付金事業実施場所 富良野市幸町8番25号

措置名
地域活性化措置

交付金事業の名称
特別支援保育事業

■　交付金事業に関係する主要施策・制作
　【第６次富良野市総合計画 前期基本計画】（令和3年度～令和4年度）
　　重点施策ひと②　富良野ならではの子育て環境づくり
　　基本施策　　　　切れ目のない子育て支援

　【富良野市第２期子ども・子育て支援事業計画】（令和2年度～令和6年度）
　　基本理念　　　　すべては子ども達のために、すべての子ども達のために
　　基本方針２　　　乳幼児期における健やかな育ちへの支援
　　基本施策　　　　発達に遅れや不安のある子どもへの支援
　　　　　　　　　　 障がい児保育の充実

上記総合計画、子ども子育て支援計画に基づき、本交付金を活用して、障がい児
保育事業に必要な臨時保育士を確保することによって、障がいや発達の遅れなど
支援の必要な子に対して、健全な社会性の成長発達を促進し、地域住民の福祉の
向上を図ります。

【目標】入所している障がい児に対する担当保育士配置率　100％（令和３年度）

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和5年度

入所して
いる障が
い児に対
する担当
保育士配

置率
100％

入所して
いる障が
い児に対
する担当
保育士配
置率：担
当保育士
÷入所し
ている障
がい児×

100

達成度 ％ 100.0%

評価年度の設定理由
PDCAサイクルによる事業改善を図るため、毎年度、事業の評価を実施

成果実績 ％ 100

目標値 ％ 100

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、当該事業に係る会計年度任用職員（保育士）の人件費（4
名）7ヶ月分を確保することができ、障がいや発達の遅れなど、支援の必要な子に
対して適正な配置をすることができました。
今後も担当保育士の適正な配置に努め、個々の成長をあわせて個別指導計画表を
作成し、関係機関とも連携しながら子どもたちの健全な社会性の成長発達を促進
し、地域住民の福祉の向上を図ってまいります。


